
 

◆事務事業等の見直し・改善による経常経費縮減の取組  
  
１ 取組の概要 

  市税収入などの大幅な伸びは期待できない一方で，今後も様々な財政需要を想定している中，

持続的な財政運営に向けて，行革プラン２０１９の個別プランに位置付けた「事務事業等の見直

し・改善による経常経費の縮減」に基づき，全庁的な経常経費縮減の取組を推進しました。 

  ※対象は，「個別の事務事業」及び「予算区分の節等」 

 

 

 

 

 

 

 
 

２ 令和元年度における取組実績 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 今後の取組 

  令和２年度以降においても，行革プランに位置付けた取組に基づき，個別の事務事業や予算区

分の節等を対象として，全庁的な経常経費縮減の取組を継続していきます。 

プラン29

内容

◆既存事業の検証等に基づく

　経常経費の抑制・縮減

◆経常経費縮減の観点を踏ま

　えた次年度予算編成

◆継続

◆継続

◆継続

◆継続

◆継続

◆継続
年度別計画

令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

今後も様々な財政需要が見込まれる中で，質の高い市民サービスを将来にわたり持続的に提供していくため，既存
の事業に関する様々な視点での見直し，改善により，経常経費の縮減に取り組みます。

事務事業等の見直し，改善による経常経費の縮
減

新規 担当課 行財政改革課，財政課

次年度に向けた財政効果の見込額：年４５００万円 

＜令和 2年度に向けた効果及び複数年次の視点での取組＞ 

 

（参考）令和元年度に実施し効果を得られた主な事例  
項目 概要 効果額 

診療報酬明細点検事務 

ＡＩ・ＲＰＡの活用による効率化 
※毎月約７万件ある診療報酬明細の点検作業について， 
ＡＩ・ＲＰＡを活用したシステムで自動化 
（毎月約４６０時間を要していた職員の作業時間を 
約１時間に縮減） 

約４８０万円 
(別途点検効果の向上あり） 

 
 

 
令和 2 年度に向けた効果 
  

項目 概要 効果額 

税総合システム運用 システムの更改による維持管理等に係る経費の縮減 約４３８０万円 

建物賃借料 
（ごみ対策課事務室） 

クリーンセンターへの事務室移転による賃借終了 
※１０月からの賃料の値上げが予定されている中で， 
６月末で事務室移転，７月で賃借終了 

約７３０万円 

公設民営保育園の運営業務 公私連携型保育所への移行（１園）による財源確保 約８２００万円 

児童館の運営業務 
児童館併設学童クラブの先行委託（１館）による 
効率化・財源確保 

約４００万円 

  合 計 約１億３７１０万円 

  
うち，「プラン２９ 事務事業等の見直し，改善による経常経費の縮減」において
計上する効果額 

約５５１０万円 

 
うち，「プラン１１ 公立保育園における民間活力の活用」において計上する 
効果額 

約８２００万円 

 

 

 

 

 
複数年次の視点での取組 
  

項目 概要 
行政評価支援システム 令和３年１２月のリース満了でのシステム活用の終了による経費縮減を検討 
保守点検委託料 類似業務の一括発注等による経費縮減を検討 
窓口サービス・内部事務 業務分析を踏まえた見直しによる経費縮減を検討 

道路インフラマネジメント 
（仮称）道路総合管理計画の策定を踏まえた予防保全の取組等による経費 
縮減を検討 

 

 

 

 



 

 

イ 後年度負担への対応 

  

市債の借入れや債務負担行為の設定は，後年度負担の要因であることから，施設建設等

の世代間負担の公平化とともに，財政の硬直化を招かないよう，中長期的な視点から適切

な行財政運営に取り組んでいきます。 

地方財政健全化法の趣旨を踏まえた，連結ベースでの債務残高の透明性向上とともに，

財政規律ガイドラインに基づく市独自の財政規律を保持する中で，複数年次の視点で， 

計画的な市債の活用や債務負担行為の設定を基本とした財政運営に取り組んでいきます。 

① 市債 

項    目 取  組  の  方  向  等 

□市債残高の縮減 ○公共施設等整備事業については，世代間の負担公平化の観点から，市

債を借り入れています。しかし，市債償還額の増加は財政の硬直化の

原因ともなるため，市債バランス等に留意した借入れに努めるほか，

市債の低利借入れなどによる償還金の軽減を図ります。 

 ａ 市債残高の推移（単位：百万円） 

【一般会計】

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

2,500 2,919 2,599 3,750 3,223 4,612 3,432 3,806 3,970 3,934

4,335 4,361 3,670 3,585 3,651 3,581 3,428 3,568 3,588 3,737

元 金 3,799 3,874 3,236 3,203 3,315 3,281 3,142 3,322 3,328 3,484

利 子 536 486 434 382 336 300 286 246 260 253

40,621 39,665 39,028 39,576 39,484 40,815 41,106 41,590 42,232 42,682

【用地会計】

119 60 0 0 0 0 0 0 0 0

【下水道会計】

5,914 6,073 6,377 6,915 7,007 7,049 7,043 7,712 8,454 9,054

【合計】

46,654 45,798 45,406 46,491 46,491 47,865 48,149 49,301 50,686 51,736

区　分

※一般会計における借入額は，30年度以前は決算額・元年度以降は現時点での見込額です。

残 高

残 高

借 入 額

償 還 金

残 高

残 高

30,000

32,000

34,000

36,000

38,000

40,000

42,000

44,000

46,000

48,000

50,000

52,000

54,000

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

単位：百万円

年度

各会計別市債残高の推移

下水道

用地会計

一般会計



 

 

② 債務負担行為 

項    目 取  組  の  方  向  等 

□債務負担行為の動向

への留意 

○２か年以上にわたる建設事業等については，次年度以降の支出分（債務）

を債務負担行為として定めています。市債と同様，後年度の負担となる

ことから，その動向には十分留意していきます。 

○地方財政健全化法の趣旨を踏まえ，連結ベースでの債務残高の透明性向

上とともに，財政規律を保持する中での設定に努めていきます。 

ａ 債務負担行為残高の推移（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 公共建築物の維持保全 
 

既存の公共建築物は，通常の維持管理経費のほか，市民の皆さんに安全・快適に施設を

御利用いただくための施設の改修などの維持保全経費が必要です。そのため，改修工事等

のコスト縮減策を講じながら，必要に応じた施設の維持保全に努めます。 

また，公共施設等総合管理計画や公共建築物維持保全計画を踏まえた，計画的な維持保

全により，中・長期的に公共建築物の維持保全を推進するとともに，ランニングコスト縮

減の視点も含めて，公共施設の適切な維持管理の推進に取り組みます。 
 

 ア 公共建築物の維持保全 

項    目 取  組  の  方  向  等 

□公共建築物の 

維持保全 

○公共建築物の維持保全に向けた基本的な考え方や整備の方針等を定め

た公共建築物維持保全計画に基づき，計画的な維持保全を進めます。 

○維持保全の財源については，財政負担の平準化を図る観点から，公共施

設整備基金を活用していきます。この財源確保として，当初予算での積

立てや前年度繰越金の活用などにより，基金の充実を図ります。 

※道路・下水道等のインフラについても，計画的な維持保全に取り組んでいます。

※令和３年度以降の新規追加分は見込んでいません。 

【一般会計】

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

376 148 216 916 2,140 3,942 192 304

特 別 養 護 老 人 ホ ー ム 70 70 70 70 63 63 42 44 44 44

調 和 小 施 設 整 備 等 220 222 222 222

自 転 車 等 駐 車 場 （ 仙 川 駅 ） 45

小 中 学 校 空 調 設 備 賃 貸 借 63 63 63 63 63 63 63 63 16

駅 前 広 場 開 口 部 整 備 事 業 244

知 的 障 害 者 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 64

基 地 跡 地 中 継 施 設 解 体 事 業 49

ち ょ う ふ の 里 大 規 模 改 修 事 業 246

グ リ ー ン ホ ー ル 施 設 改 修 事 業 131

総 合 福 祉 セ ン タ ー 設 備 整 備 事 業 185

自転車駐車場等（調布駅南地 下） 31

国 領 駅 東 地 区 整 備 事 業 186 230

第 五 中 学 校 体 育 館 整 備 事 業 451

ク リ ー ン セ ン タ ー 移 転 事 業 1,204

調 布 駅 南 地 下 自 転 車 駐 車 場 整 備 事 業 15

飛 田 給 駅 周 辺 交 通 環 境 整 備 事 業 361

神 代 中 学 校 校 舎 整 備 事 業 550

税 総 合 シ ス テ ム 事 業 85 256 256 256

市 庁 舎 免 震 改 修 事 業 1,062 1,058

調 布 駅 北 上 屋 整 備 事 業 346

ス タ ジ ア ム 前 歩 道 橋 整 備 事 業 220

市 庁 舎 免 震 改 修 事 業 （ 追 加 分 ） 50

多 摩 川 市 民 広 場 整 備 事 業 126

総 合 体 育 館 整 備 事 業 178

小 計 755 732 356 572 763 2,487 1,819 1,470 619 300

2,213 1,622 1,490 1,787 3,163 4,560 2,957 1,790 1,171 871

【用地会計】

937 375 229 546 1,257 1,845 2,034 2,219 1,314 454

【下水道会計】

73 14 3 132 40

【債務負担行為残高合計】

3,223 1,997 1,719 2,347 4,420 6,409 5,123 4,050 2,485 1,325

　
債
務
負
担
解
消
額

各 年 度 末 残 高

区　分

各 年 度 末 残 高

各 年 度 末 残 高

各 年 度 末 残 高

新規追加分



 

 

４  財政運営の自律性向上 
 

 

1 個性豊かな地域社会や地方分権型社会を築いていくため，行財政運営の全般にわたる

自律性の向上が求められています。市の財政状況は，健全性を維持しているものの，ま

ちの大きな変革期にある中，様々な財政需要から厳しさは継続しており，財政構造の見

直しと財政基盤の強化は不可欠な状況です。また，国内の社会経済状況においては，景

気は緩やかな回復基調が続いているところですが，令和元年10月から消費税率が引上げ

となるなど，景気の動向は先行き不透明な状況であることから，今後の地域経済や市財

政への影響が懸念されます。 

また，社会保障制度等の改正，税制改正など，市の財政を取り巻く環境の変化につい

ては，引き続き注視するとともに，地方自治の立場から，あらゆる機会を通じて自治体

としての意見表明を行っていきます。 
 

２ 令和２年度予算編成においては，基本構想に掲げたまちの将来像「みんなが笑顔でつ

ながる・ぬくもりと輝きのまち調布」の実現に向け，後期基本計画に基づくまちづくり

に取り組むため，第１に「基本計画及び財政フレームを基本とした計画事業の着実な推

進と，市民の安全・安心の確保や市民生活支援への継続した取組」，第2に「あらゆる角

度からの歳入確保や事務事業の見直し・改善による経常経費縮減の取組など，財政の弾

力性向上に向けた行財政改革の推進」，第3に「財政の健全性を維持するため，複数年次

を見据えた財政構造の改善と財政基盤強化への取組」の3点を基本姿勢として，予算編

成を行いました。 

今後，さらに予算編成の改革・改善に取り組むとともに，行政評価に基づく事務事業

の見直し・改革・改善を実践することとし，計画・行革・予算の一体的な取組により，

行政全体における財政運営の一層の自律性・規律の向上を目指していきます。 
 

３ また，予算編成や予算執行における法令遵守の徹底や，従来の一般会計等の市債や債

務負担行為に留意した財政運営はもとより，固定資産台帳に基づいた有形固定資産の減

価償却費の一定割合の基金積立てなど，新たな財政規律を確立するとともに，地方財政

健全化法を踏まえた，連結ベースでの債務残高(市民の将来負担)の縮減・透明性の向上に

も取り組んでいきます。 

引き続き増加が見込まれる社会保障関係経費，保育園関係経費，公共施設マネジメン

ト，都市基盤の整備など，今後も増大する財政需要を踏まえ，「選択と集中」を図りなが

ら，より一層の財源確保と不断の行財政改革に取り組み，市独自のガイドラインに基づ

く３つの視点からの財政規律を保持し，最少の経費で最大の効果を挙げる取組を実践し，

財政運営の自律性向上につなげていきます。 

 



 

ア 国・都の地方財政改革等への対応 

項    目 取  組  の  方  向  等 

□国・都への意見・要望

の発信 

○国の政策展開により，税制改正や補助金・交付金の見直しがあるこ

とから，なお今後の動向に注視していく必要があります。 

○また，東京都では２０４０年代に目指す東京の姿「ビジョン」と，

その実現のために２０３０年代に向けて取り組むべき「戦略」を示

した「未来の東京」戦略ビジョンを策定し，２０３０年に向けた 

２０の戦略の一つに「多摩・島しょの振興戦略」を掲げています。 

○調布市においても，税制改正や時限的な補助・交付金など，市の財

政に影響が生じる内容については，国及び東京都に積極的な意見・

要望を発信していきます。 

イ 予算編成方式の改善 

項    目 取  組  の  方  向  等 

□予算編成方式の改善 ○総合調整型の予算編成によって，全庁各部課とのヒアリングを通じ

た歳入歳出両面からの最適化を図りました。今後も事務事業の見直

しや前年度決算の振返りによる事業費の精査，財源の確保など，よ

り効果的かつ効率的な予算編成手法を確立していきます。 

ウ 財政規律の向上 

項    目 取  組  の  方  向  等 

□適切な予算執行 ○予算の支出に当たっては，法令等の遵守はもとより，議会，監査委

員からの指摘等への的確な対応とともに，事務事業評価結果や支出

効果を十分に踏まえた執行管理の徹底に努めます。特に，公金管理

のさらなる適正化に取り組むため，チェック体制の強化を図ります。 

□地方財政健全化法へ

の対応 

○地方財政健全化法に基づく４指標とともに，経常収支比率等の従来

の財政指標をもとに，市独自の財政規律を保持し，これまで以上に

連結ベースでの財政構造の改善に取り組んでいきます。また，世代

間負担の公平化と将来負担の在り方を検証しながら，債務残高の縮

減とともに，透明性の向上にも努めていきます。 

○引き続き，健全化指標として定められた４指標についても市民の皆

さんにより分かりやすい財政情報をお知らせします。 

□新公会計制度への対

応 

○新公会計制度とは，発生主義による企業会計的な財務書類等の整備

を行うことにより，現行の地方自治法に基づく現金主義による予

算・決算制度を補完するものです。 

○市では平成 27 年度決算分まで総務省方式改訂モデルの財務書類等

を作成・公表してきましたが，同モデルの課題としては，固定資産

台帳の整備が必須でないことなどが挙げられていました。 

○こうした状況の中，平成 27 年1 月に総務省から，全ての地方自治

体に対して，固定資産台帳の整備と発生主義・複式簿記の導入を前

提とした，統一的な基準による財務書類等の作成・公表を行うよう

要請がありました。 

○令和２年度は，引き続き統一的な基準による令和元年度決算（市は

平成 28 年度決算より統一的な基準による財務書類等の作成・公表

を行っています。）に係る財務書類等の作成・公表を行い，市民の皆

さんに分かりやすく財政情報をお知らせします。 

○また，行革プラン 2019「財政規律ガイドラインに基づく財政運営」

に基づき，財務書類の検証を行います。 

エ その他 

項    目 取  組  の  方  向  等 

□用地取得方法・定額運

用基金（土地開発基金）の

適正化 

○土地開発公社について，現行ルールに従い適切に運用していきます。 

○土地開発基金で取得（保有）した用地を一般会計で取得し，より機

動的な基金となるよう適正化を図っていきます。 

 



 

Ⅶ 特別会計・公営企業会計の状況 
 

 

 

 

 

 
 
 

１ 国民健康保険事業特別会計 

 

 

 

 

2 用地特別会計 

 

 

 

 

3 介護保険事業特別会計 

 

 

 

 

 

 

4 後期高齢者医療特別会計 

 

 

 

 

5 下水道事業会計 

 

 

 

 

 

 

調布市には，一般会計のほかに4つの特別会計（国民健康保険事業・用地・介護保険事

業・後期高齢者医療）と1つの公営企業会計（下水道事業）があり，各会計間の均衡

を保ち，一般会計と同一の基調を基本として予算を編成しています。  



１ 国民健康保険事業特別会計 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①歳入歳出予算の状況（単位：百万円，％）

国民健康保険事業は，持続可能な医療保険制度の構築に向けた制度改革により，平成 

30 年４月から東京都が新たに市区町村との共同保険者となり，財政運営の責任主体を

担う新制度へ移行して３年目を迎えます。 

令和２年度の予算総額は，211 億円余となり，前年度比 1 億 1000 万円余，0.6％

の減となっています。 

歳入では，国民健康保険税において，被保険者数は減少傾向にあるものの，保険税率

の計画的な改定を実施し，前年度比 2000 万円余の増を見込みました。 

歳出では，被保険者の高齢化，医療の高度化等の増要因がある一方で，被保険者数は

減少傾向にあり，保険給付費は，4000 万円余の減，国民健康保険事業費納付金は， 

7000 万円余の減となっています。 

一般会計からの繰入金総額は，前年度比 1 億 9000 万円余の減となっています。 

今後も，財政の健全化を図っていくため，東京都国民健康保険運営方針に則り，改定

国保財政健全化計画に基づき，適正な保険税率の設定，保険税の収納対策，医療費の適

正化，データヘルス計画に基づく保健事業を推進し，国民皆保険体制の堅持に努めてい

きます。 

2 年 度 元 年 度 増 減 額 構 成 比 増 減 率

歳　 入 21,103 21,222 ▲ 119 100.0 ▲ 0.6

5 国 民 健 康 保 険 税 4,358 4,331 27 20.6 0.6

10 使 用 料 及 び 手 数 料 0.006 0.004 0.002 0.0 50.0

15 国 庫 支 出 金 8 0.001 8 0.0 著増

25 都 支 出 金 13,562 13,534 28 64.3 0.2

35 財 産 収 入 0.001 0.001 0 0.0 0.0

40 繰 入 金 3,119 3,317 ▲ 197 14.8 ▲ 6.0

45 繰 越 金 0.001 0.001 0 0.0 0.0

50 諸 収 入 55 40 15 0.3 38.4

２ 年 度 元 年 度 増 減 額 構 成 比 増 減 率

歳　  出 21,103 21,222 ▲ 119 100.0 ▲ 0.6

5 総 務 費 394 365 29 1.9 7.9

10 保 険 給 付 費 13,589 13,632 ▲ 44 64.4 ▲ 0.3

19 国民健康保険事業費納付金 6,815 6,886 ▲ 71 32.3 ▲ 1.0

25 保 健 事 業 費 281 314 ▲ 33 1.3 ▲ 10.6

35 公 債 費 0.08 0.08 0 0.0 0.0

40 諸 支 出 金 19 19 0 0.1 0.0

90 予 備 費 5 5 0 0.0 0.0

区　　　　　分

区　　　　　分



②国民健康保険被保険者数の推移（単位：人，世帯） 

 

 

③一人当たり年間医療費の推移（単位：円） 

 

 

 

 

 



 

２ 用地特別会計 
 

１ 令和2年度の用地特別会計の歳入歳出予算総額は11億円余となり，前年度と比

較して7000万円余の増となっています。主な増要因としては，公共事業用地の買

戻しの増などが挙げられます。令和2年度の予算では，土地開発公社が先行取得し

た深大寺・佐須地域の里山，水辺環境の保全・活用事業用地及び都市計画道路の買

戻しに係る買収費などを計上しております。 

２ 新たに土地開発公社が公共事業用地を先行取得するため，債務負担行為の限度額

を定めています。令和２年度用地特別会計における債務負担行為限度額としては，

公共事業用地（生活道路，都市計画道路）の先行取得分として， 

9億700万円を設定しています。また，金融機関に対する債務保証として，公社が

公共事業用地，代替地を取得する事業資金及び保有している代替地に係る債務につ

いて，限度額を設定しています。 

 

 

 

①歳入歳出予算の状況（単位：百万円，％） 

2 年 度 元 年 度 増 減 額 構 成 比 増 減 率

歳　 入 1,106 1,034 72 100.0 7.0

5 財 産 収 入 1,082 1,016 66 97.8 6.5

10 繰 入 金 24 18 6 2.2 33.5

15 繰 越 金 0.001 0.001 0 0.0 0.0

2 年 度 元 年 度 増 減 額 構 成 比 増 減 率

歳 　出 1,106 1,034 72 100.0 7.0

5 用 地 費 1,103 1,031 72 99.7 7.0

10 繰 出 金 3 3 ▲ 0.02 0.3 ▲ 0.5

区　　　　　分

区　　　　　分

 

②債務負担行為の状況（単位：百万円，％） 

 

 

公共事業用地債務負担行為

面積㎡ 2年度 面積㎡ 元年度 増減額 増減率

1,424 907 474 331 576 174.0

生 活 道 路 等 用 地 617 245 104 43

区 画 道 路 用 地 0 0 40 28

都 市 計 画 道 路 用 地 808 662 330 260

  区 　　　   分

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業



 

調布市土地開発公社債務残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☑今後の調布市土地開発公社の利活用 

 

項    目 取  組  の  方  向  等 

□公共事業用地先行取得枠

の厳選・計画的な公有地化

（利活用） 

○市債と同様，後年度の負担となることから，その動向には十分留意

していきます。 

○東京都との協議・調整を踏まえ，一般会計による取得を計画的に実

施し，連結ベースでの債務残高の透明性の向上及び土地開発公社

経営健全化をより一層促進させていきます。  

公共事業用地の計画的な公有地化・段階的な

代替地等の公有地化によって，平成 21 年度

と比較して約 58 億円の債務残高を縮減 

⇒引き続き，連結ベースでの債務残高を見据

えてコントロールしていきます。 

【土地開発公社債務残高の推移】 （単位：百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

145 298 444 406 171 21 103 538 722 615 814 907

997 779 165 285 77 583 249 221 12 26 625 722

買 戻 し 997 779 165 285 77 583 249 221 12 26 625 722

924 443 722 844 937 375 229 546 1,257 1,845 2,034 2,219

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

158 25 19 13 11 499 12 10 10 10 9 9

524 440 571 569 0 132 0 0 0 11 489 356

売 払 い 513 431 571 569 0 132 0 0 0 11 489 356

2,853 2,438 1,886 1,331 1,342 1,708 1,721 1,731 1,741 1,740 1,260 913

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

5,185 5,245 2,587 2,102 2,125 734 0 0 0 0 0 0

8,962 8,126 5,195 4,276 4,403 2,817 1,950 2,277 2,998 3,585 3,294 3,132

3,777 2,881 2,608 2,174 2,278 2,083 1,950 2,277 2,998 3,585 3,294 3,132

公共事業用地：用地会計の債務負担行為に基づく道路用地や公遊園用地等の先行取得

代替地等　　：用地会計の債務保証に基づく代替地等の公社独自取得 債務合計 ▲ 5,830

生活再建救済：用地会計の債務保証に基づく東京外郭環状道路関連の国土交通省の代理取得 うちａ+ｂ ▲ 645

R2増減分 ▲ 162

増 加 額

減 少 額

債務残高a

うち残高a+b

区　分

債務残高c

R2年度とH21年度比較

公
共
事
業
用
地

代
替
地
等

生
活
再
建

債務合計a+b+c

区　分

増 加 額

減 少 額

債務残高b

区　分



 

３ 介護保険事業特別会計 
 

 

 

 

 

 

 

①歳入歳出予算の状況（単位：百万円，％） 

2 年 度 元 年 度 増 減 額 構 成 比 増 減 率

歳　 入 16,595 15,659 936 100.0 6.0

5 保 険 料 3,495 3,552 ▲ 57 21.1 ▲ 1.6

15 国 庫 支 出 金 3,689 3,460 229 22.2 6.6

20 支 払 基 金 交 付 金 4,260 3,989 271 25.7 6.8

25 都 支 出 金 2,398 2,238 160 14.4 7.1

30 財 産 収 入 1 1 0.0 0.0 0.0

35 繰 入 金 2,752 2,419 333 16.6 13.8

40 繰 越 金 0.001 0.001 0 0.0 0.0

45 諸 収 入 0.07 0.07 0 0.0 0.0

2 年 度 元 年 度 増 減 額 構 成 比 増 減 率

歳　  出 16,595 15,659 936 100.0 6.0

5 総 務 費 404 403 0.7 2.5 0.2

10 保 険 給 付 費 15,200 14,200 1,000 91.6 7.0

12 地 域 支 援 事 業 費 984 943 41 5.9 4.3

25 基 金 積 立 金 0.6 106.3 ▲ 105.7 0.0 ▲ 99.4

30 諸 支 出 金 5 5 0 0.0 0.0

90 予 備 費 1 1 0 0.0 0.0

区　　　　　分

区　　　　　分

 

 

②介護保険料の調布市独自減額制度の概要 

 災害等による法定減免の他に実施する，低収入者に対する調布市独自減額制度（平成18年4月施行 令和2年度まで延長） 

区     分 内      容 

 ア 対象者及び基準 ○ 第2段階・第３段階に該当し，次に掲げる基準に該当する方を対象とします。 

① 世帯の前年収入が１人世帯の場合150万円以下（世帯員１人増す毎に50万円加 

  算） 

② 世帯の預貯金額が１人世帯の場合350万円以下（世帯員１人増す毎に100万円加 

  算） 

③ 全ての世帯員が生活の本拠となる住宅以外に不動産を所有していないこと（ただ 

  し，介護保険施設等に入所している方が入所前の居住地に所有している住宅は除く） 

④ 市町村民税課税者の控除対象配偶者及び扶養親族のいずれにもなっていないこと 

⑤ 市町村民税課税者の医療保険の被扶養者になっていないこと 

  

 イ 減額対象期間 ○ 申請された日において未到来の納期に係るもの。７月末日までに申請した場合当該年 

度の保険料の全額。 

 ウ 減額する金額 ○第2段階・第３段階保険料を，第1段階保険料に減額。 

 令和 2 年度は第 7 期高齢者総合計画（平成 30～令和 2 年度）の最終年次です。 

令和 2 年度の介護保険事業特別会計では，介護サービス受給者の増加に伴う給付 

費の増などを見込んだ結果，予算総額 165 億 9000 万円余となり，前年度と比較し

て 9 億 3000 万円余，6.0％の増となりました。 

今後も，介護サービスを必要とする方に適正なサービスが提供されるよう，介護保

険制度の円滑・適正な運営に取り組んでまいります。 



 

③介護保険認定者数等の推移（単位：人） 

 

 

 

 

 

（人） 



 

４ 後期高齢者医療特別会計 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳入歳出予算の状況（単位：百万円，％） 

2 年 度 元 年 度 増 減 額 構 成 比 増 減 率

歳　 入 5,422 5,278 144 100.0 2.7

5 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 2,831 2,715 116 52.2 4.3

10 使 用 料 及 び 手 数 料 0.001 0.001 0 0.0 0.0

15 繰 入 金 2,439 2,412 27 45.0 1.1

20 繰 越 金 0.001 0.001 0 0.0 0.0

25 諸 収 入 153 151 1 2.8 0.7

2 年 度 元 年 度 増 減 額 構 成 比 増 減 率

歳　  出 5,422 5,278 144 100.0 2.7

5 総 務 費 77 60 17 1.4 27.9

7 保 険 給 付 費 69 69 0 1.3 0.0

10 広 域 連 合 納 付 金 5,078 4,962 116 93.7 2.3

15 保 健 事 業 費 193 182 11 3.5 5.8

20 諸 支 出 金 5 5 0 0.1 0.0

90 予 備 費 0.5 0.5 0 0.0 0.0

区　　　　　分

区　　　　　分

 

 

 

平成 20 年 4 月から老人保健制度に替わり，後期高齢者医療制度が広域連

合によって運営されています。令和 2 年度の後期高齢者医療特別会計は，予

算総額 54 億 2000 万円余で，前年度比 1 億 4000 万円余，2.7％の増と

なっています。 

広域連合が保険料の賦課及び医療費の給付等を行い，市区町村が保険料徴収

等を行うという役割分担から，後期高齢者医療特別会計は，主な歳入が保険

料と一般会計からの繰入金，主な歳出が広域連合納付金という構成となって

います。 

 



 

○ 令和２年度後期高齢者医療制度の概要 

 

1 制度 ・平成 20 年 4 月から老人保健制度に替わり，新たに後期高齢者

医療制度が開始しました。 

2 運営主体 ・東京都後期高齢者医療広域連合（地方自治法に基づく特別地方

公共団体。以下「広域連合」という。）です。 

3 業務分担 ・広域連合 ▼  資格管理，保険料賦課，医療費給付，財政運営 

・調布市 ▼  窓口業務，保険料徴収，健診事業 

４ 対象者 ・75 歳以上の方（一定障害のある方は 65 歳以上）です。 

５ 給付内容 ・現物給付（医科，歯科，調剤），現金支給（柔道整復，治療 

用装具），葬祭費，高額療養費，高額介護合算療養費，入院時 

食事療養費，訪問看護療養費等 

６ 保険料 (1) 保険料 ▼  均等割額 44,100 円 

       所得割率 8.72％ 

(2) 算定賦課単位 ▼  個人単位 

(3) 徴収方法 ▼  徴収の対象となる年金の年額が 18 万円以上の方

は年金から特別徴収（天引き）されます。ただし，１回の天引

きで，介護保険料と合わせた保険料額が，支給される年金額の

1/2 を超える場合等には，口座振替等による普通徴収となりま

す。 

(4) 徴収した保険料 ▼  徴収した保険料は広域連合に支弁します。 

(5) 低所得者の軽減措置 ▼  世帯の所得に応じ，保険料の均等割額

が軽減されます。 

(6) 被用者保険の被扶養者への措置 ▼  被用者保険の被扶養者で保

険料を負担していなかった方は，軽減されます。 

7 患者負担割合 ・１割又は３割 

8 財源構成 医療費の自己負担分を除く財源構成は下記のとおり 

・公費 ▼約 5 割（国 4/6・都道府県 1/6・市町村 1/6） 

・後期高齢者支援金（国保・被用者保険） ▼約４割 

・被保険者の保険料 ▼約１割 

9 区市町村によ

る保険料負担

軽減措置 

 

・令和元年度に引き続き令和２年度についても，保険料の負担軽

減を図るため，６２区市町村は一般財源（令和元年度の調布市の

負担は１億 7,900 万円余）をもって財源補てんすることとしま

した。 

10 保険料率の

改定 

 

 

 

 

 

 

・広域連合は２年に１回の保険料率等の改定を行いますが，区市

町村による負担軽減を踏まえ，令和２・３年度の保険料率等は下

記のとおりとなっています。 
 

 令和２・3 年度 平成 30・令和元年度 増減 

均等割額 44,100 円 43,300 円 800 円増 

所得割率 8.72％ 8.80％ 0.08 ポイント減 

限度額 64 万円 62 万円 2 万円増 

 



５ 下水道事業会計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①予算の状況（単位：百万円，％） 

 ア 収益的収支 

 

（収益的収入）

款 項 目 ２年度
元年度
相当額

(参考)
増減額

構成比
(参考)
増減率

1　下水道事業収益 4,545 2,834 1,711 100.0 60.4

1　営業収益 3,172 2,790 382 69.8 13.7

1　下水道使用料 2,073 2,029 44 45.6 2.1

2　雨水処理負担金 1,057 756 301 23.3 39.7

90 その他営業収益 42 5 37 0.9 806.0

2　営業外収益 1,332 34 1,298 29.3 著増

1　受取利息及び配当金 0.001 0.001 0 0.0 0.0

2　他会計負担金 33 31 2 0.7 7.5

4　補助金 9 0 9 0.2 皆増

5　長期前受金戻入 1,277 0 1,277 28.1 皆増
7　消費税及び地方消費税還付金 9 0 9 0.2 皆増

8　雑収益 3.07 3.16 ▲ 0.09 0.1 ▲ 2.8

3　特別利益 42 10 32 0.9 316.0

90　その他特別利益 42 10 32 0.9 316.0

（収益的支出）

款 項 目 ２年度
元年度
相当額

(参考)
増減額

構成比
(参考)
増減率

1　下水道事業費用 4,515 2,556 1,959 100.0 76.6

1　営業費用 4,387 2,435 1,952 97.2 80.1

1　管渠費 448 431 17 9.9 4.0

2　ポンプ場費 56 57 ▲ 1 1.3 ▲ 2.3

3　流域下水道管理運営費 1,419 1,432 ▲ 13 31.5 ▲ 0.9

4　総係費 503 515 ▲ 12 11.1 ▲ 2.3

5　減価償却費 1,961 0 1,961 43.4 皆増

2　営業外費用 113 116 ▲ 3 2.5 ▲ 2.9
1　支払利息及び企業債取扱諸費 113 116 ▲ 3 2.5 ▲ 2.9

3　特別損失 11 0 11 0.2 皆増

90 その他特別損失 11 0 11 0.2 皆増

4　予備費 5 5 0 0.1 0.0

1　予備費 5 5 0 0.1 0.0

下水道事業は，中長期的な視点に立った経営基盤の強化及び財政マネジメントの
向上を図るため，令和２年度から地方公営企業法を適用し公営企業会計に移行しま
す。発生主義・複式簿記による会計処理となることから，これまでの現金の動きに
着目する歳入歳出予算から，「収益的収入及び支出」「資本的収入及び支出」の２
本建ての予算に変わります。 

令和２年度は，収益的支出と資本的支出を合計した予算規模は57億5000万円余
となり，下水道施設の長寿命化対策工事の増等に加え，公営企業会計の特徴である
減価償却費など現金の支出を伴わない費用の計上を行ったことにより，前年度と比
較して22億8000万円余の増となっています。 

主な取組として，下水道施設の機能を維持し将来にわたり安定した下水道事業に
よる経営基盤の強化を図るため，次期下水道総合計画として（仮称）下水道総合ビ
ジョンを策定します。また，長寿命化計画から移行するストックマネジメント計画
を策定するとともに，計画策定準備の中で検討を進めてきた仙川汚水中継ポンプ場
のポンプによる圧送方式から自然流下方式への移行に向け測量調査や設計を行いま
す。その他，前年度に引き続き布田・調布ケ丘地区の長寿命化対策工事を継続する
とともに，市内管路の耐震診断を行います。 

また，台風１９号による浸水被害を受け，浸水シミュレーションによる原因究明
及び今後の対策の検討を進めるとともに，流向計の設置等の短期的対策も合わせて
行います。 



 イ 資本的収支 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※元年度相当額は，令和元年度当初予算を公営企業会計予算体系で仮に分類した場合の予算相当額 

  

（資本的収入）

款 項 目 ２年度
元年度
相当額

(参考)
増減額

構成比
(参考)
増減率

1　資本的収入 1,008 633 375 100.0 59.3

1　企業債 931 468 464 92.4 99.1

1　企業債 931 468 464 92.4 99.1

2　国庫補助金 0 15 ▲ 15 0.0 皆減

1　国庫補助金 0 15 ▲ 15 0.0 皆減

3　都補助金 0 1 ▲ 1 0.0 皆減

1　都補助金 0 1 ▲ 1 0.0 皆減

6　他会計負担金 77 149 ▲ 72 7.6 ▲ 48.5

1　他会計負担金 77 149 ▲ 72 7.6 ▲ 48.5

（資本的支出）

款 項 目 ２年度
元年度
相当額

(参考)
増減額

構成比
(参考)
増減率

1　資本的支出 1,241 911 330 100.0 36.2

1　建設改良費 974 668 306 78.4 45.9

1　管渠建設改良費 882 598 285 71.1 47.6

3　建設改良事務費 29 26 3 2.3 12.4

4　流域下水道費 62 44 18 5.0 41.7

3　企業債償還金 262 238 24 21.2 10.1

1　企業債償還金 262 238 24 21.2 10.1

6　予備費 5 5 0 0.4 0.0

1　予備費 5 5 0 0.4 0.0



②主要事業（単位：百万円）  

 

 

 

 

 

 

 

③企業債残高の推移（単位：百万円） 

令和２年度借入額の内訳 借入額

管渠建設事業 515.7

都道下水道施設建設事業 14.0

下水道施設長寿命化事業 307.3

雨水貯留施設建設事業 34.7

流域下水道事業 59.7

（　合      計　） 931.4

事         業        名 予算額 内                          容

下水道施設の機能維持 533
（仮称）下水道総合ビジョンの策定，ストックマネジメント計
画の策定，仙川ポンプ場の自然流下化に向けた調査・設計，長
寿命化対策，管路耐震診断

浸水対策関連事業 12
令和元年台風第１９号対応を踏まえた調布幹線への流向計の設
置，調布排水樋管の遠隔操作化の調査検討

その他建設改良費 607
都市計画道路等の整備に伴う下水道整備，都道下水道施設負担
金，三鷹市雨水貯留施設負担金，流域下水道費等

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

517 368 271 278 284 299 308 324 348 375

償 還 元 金 378 245 153 160 166 184 193 212 238 262

償 還 利 子 139 123 118 118 118 115 115 113 109 113

225 452 389 319 471 722 285 254 232 931

5,471 5,678 5,914 6,073 6,377 6,915 7,007 7,049 7,043 7,712

※平成23～30年度は決算額，令和元年度は見込額，令和2年度は当初予算額

区　　分

償 還 額 元 利 合 計

下 水 道 債 残 高
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